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第三セクター等の状況に関する調査結果の概要 

（令和３年（２０２１年）３月３１日現在） 

 

令和４年（２０２２年）３月３１日  

熊本県総務部市町村・税務局市町村課  

１ 調査の目的 

本調査は、地方公共団体が出資又は出えん（以下「出資」という。）を行っている２の調査対象法人

について、その経営状況等を把握することを目的として総務省が実施している調査です。 

ここでは、本調査の結果を基に、熊本県内の市町村、一部事務組合等が出資を行っている法人の経

営状況等の概要を公表します。 

２ 調査対象法人 

（１） 第三セクター 

地方公共団体が出資を行っている一般社団法人及び一般財団法人（公益社団法人・公益財

団法人を含む。）並びに特例民法法人（以下「社団法人・財団法人」という。）並びに会社法法

人 

（２） 地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社（以下「地方三公社」という。） 

（３） 地方独立行政法人 

３ 調査時点 

令和３年（２０２１年）３月３１日現在  

４ 留意事項 

「Ⅱ 第三セクター等の経営状況」については、以下の法人が対象です。 

なお、同一法人に対し複数の地方公共団体が出資している場合は、出資額が最も大きい地方公共団

体が報告団体となります（出資額が同額の場合は、設立運営に最も関与している地方公共団体が報告

団体となります。）。 

（１） 地方公共団体の出資割合が２５％以上の社団法人・財団法人及び会社法法人（複数の地方公

共団体の出資割合の合計が２５％以上の法人を含む。） 

（２） 出資割合が２５％未満であるものの、地方公共団体から財政的支援（補助金、貸付金及び損

失補償）を受けている社団法人・財団法人及び会社法法人 

（３） 地方三公社 

（４） 地方独立行政法人 
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Ⅰ 第三セクター等の概況  

  

１ 第三セクター等の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 法人数の推移 

 

 

 第三セクター等の数は１０３法人（社団法人・財団法人２５法人、会社法法人７０法人、地方独

立行政法人１法人、地方三公社７法人）であり、前回調査に比べ、１法人増加し、４法人減少して

います。 

増加 

（新規設立）  

・多良木町：一般財団法人たらぎまちづくり推進機構 

減少 

（統合） 

     ・熊本市： 一般財団法人熊本市駐車場公社 

（一般財団法人熊本市社会教育振興事業団に合併し解散）  

（出資引揚） 

 ・あさぎり町：人吉・球磨林業機械センター株式会社 

（廃止） 

・熊本市：植木まちづくり株式会社 

     ・山都町：有限会社そよかぜ遊学協会 

１ 
１ 

１ 
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※令和元年度までは毎年調査であったが、令和２年度から隔年調査となったため、令和２年度は調査を行っていない。 

 

２ 第三セクター等の業務分野 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

◆法人数(業務分野別) 

 
※構成比は、小数点第 2位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

H26調査 H27調査 H28調査 H29調査 H30調査 R1調査 R3調査

 第三セクター計 107 102 103 100 102 98 95

 社団法人・財団法人 27 26 27 25 25 25 25

 会社法法人 80 76 76 75 77 73 70

0 0 0 0 1 1 1

 地方三公社 10 9 8 8 7 7 7

117 111 111 108 110 106 103合計

 地方独立行政法人

地域・都市開発 4 4.2% △ 1 4 5.7% △ 1 7 100.0% 11 10.7% △ 1

住宅・都市サービス

観光・レジャー 24 25.3% 2 8.0% 22 31.4% 24 23.3%

農林水産 22 23.2% △ 1 2 8.0% 20 28.6% △ 1 22 21.4% △ 1

商工 11 11.6% △ 1 2 8.0% 9 12.9% △ 1 11 10.7% △ 1

社会福祉・保健医療 2 2.1% 2 8.0% 1 100.0% 3 2.9%

生活衛生 1 1.1% 1 4.0% 1 1.0%

運輸・道路 3 3.2% △ 1 △ 1 3 4.3% 3 2.9% △ 1

教育・文化 10 10.5% 9 36.0% 1 1.4% 10 9.7%

公害・自然環境保全 3 3.2% 3 12.0% 3 2.9%

情報処理 1 1.1% 1 1.4% 1 1.0%

国際交流 1 1.1% 1 4.0% 1 1.0%

その他 13 13.7% 1 3 12.0% 1 10 14.3% 13 12.6% 1

合　　計 95 100.0% △ 3 25 100.0% 70 100.0% △ 3 1 100.0% 7 100.0% 103 100.0% △ 3

業務分野

            第三セクター計 地方三公社 合計

法人数 構成比 前回比
社団法人・財団法人 会社法法人

法人数 構成比 前回比 法人数 構成比

地方独立行政法人

構成比 前回比
構成比 前回比

前回比
法人数 構成比 前回比 法人数

法人数

①  第三セクター等の業務分野は「観光・レジャー関係」が最も多く２４法人（２３．３％）、 

次いで「農林水産関係」が２２法人（２１.４％）となっており、２分野で全体の４４．７％ 

を占めています。 

②  第三セクターのうち、社団法人・財団法人では、「教育・文化関係」が最も多く９法人、 

次いで「公害・自然環境保全関係」及び「その他」が３法人となっており、会社法法人では、

「観光・レジャー関係」が最も多く２２法人、次いで「農林水産関係」が２０法人となってい

ます。 
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３ 第三セクター等による公の施設の管理運営状況 

   

 

 

 

 

 

◆法人数(業務分野別) 

 

            第三セクター計

地域・都市開発 4 1 25.0% 4 1 25.0% 7 11 1 9.1%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 24 19 79.2% 2 1 50.0% 22 18 81.8% 24 19 79.2%

農林水産 22 17 77.3% 2 2 100.0% 20 15 75.0% 22 17 77.3%

商工 11 5 45.5% 2 9 5 55.6% 11 5 45.5%

社会福祉・保健医療 2 2 100.0% 2 2 100.0% 1 3 2 66.7%

生活衛生 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

運輸・道路 3 3 3

教育・文化 10 8 80.0% 9 7 77.8% 1 1 100.0% 10 8 80.0%

公害・自然環境保全 3 3 3

情報処理 1 1 1

国際交流 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

その他 13 3 23.1% 3 1 33.3% 10 2 20.0% 13 3 23.1%

合　　計 95 57 60.0% 25 15 60.0% 70 42 60.0% 1 7 103 57 55.3%

構成比 法人数
業務分野

構成比

指定管理者
たる法人数

構成比 法人数
指定管理者
たる法人数

地方独立行政法人 地方三公社 合計

法人数
指定管理者
たる法人数

構成比
社団法人・財団法人 会社法法人

法人数
指定管理者
たる法人数

構成比
法人数

指定管理者
たる法人数

構成比 法人数
指定管理者
たる法人数

①  第三セクター等で、指定管理者として公の施設の管理運営を行っている法人は５７法人あり、

全体の５５．３％にあたります。前回調査に比べ、３法人減少しています。 

②  法人区分別にみると、社団法人・財団法人については１５法人、会社法法人については４２法

人となっています。 
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Ⅱ 第三セクター等の経営状況  

  

１ 経常損益の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆経常損益の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三セクター等のうち、「地方公共団体の出資割合が２５％以上の社団法人・財団法人及び会

社法法人」、「地方公共団体の出資割合が２５％未満であるものの地方公共団体から財政的支援

（補助金、貸付金及び損失補償）を受けている社団法人・財団法人及び会社法法人」、「地方三公

社」及び「地方独立行政法人」の９０法人を調査対象としています。 

①  調査対象法人（９０法人）のうち、４５法人（５０．０％）が黒字、４５法人（５０．０％）

が赤字となっています。 

② 法人区分別にみると、次のとおりとなっています。 

・社団法人・財団法人：黒字１４法人、赤字１０法人 

・会社法法人    ：黒字２７法人、赤字３１法人 

・地方独立行政法人 ：黒字１法人  

・地方三公社    ：黒字３法人、赤字４法人 

　　第三セクター計

地域・都市開発 8 1 12.5% 1 12.5% 3 37.5% 4 50.0% 4 50.0% 4 50.0%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 22 7 31.8% 15 68.2% 2 9.1% 7 31.8% 13 59.1% 7 31.8% 15 68.2%

農林水産 20 10 50.0% 10 50.0% 1 5.0% 1 5.0% 9 45.0% 9 45.0% 10 50.0% 10 50.0%

商工 11 5 45.5% 6 54.5% 2 18.2% 5 45.5% 4 36.4% 5 45.5% 6 54.5%

 社会福祉・保健医療 3 2 66.7% 2 66.7% 1 33.3% 3 100.0%

生活衛生 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

運輸・道路 3 3 100.0% 3 100.0% 3 100.0%

教育・文化 10 7 70.0% 3 30.0% 6 60.0% 3 30.0% 1 10.0% 7 70.0% 3 30.0%

 公害・自然環境保全 2 1 50.0% 1 50.0% 1 50.0% 1 50.0% 1 50.0% 1 50.0%

情報処理 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

国際交流 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

その他 8 6 75.0% 2 25.0% 3 37.5% 3 37.5% 2 25.0% 6 75.0% 2 25.0%

合　　計 90 41 45.6% 41 45.6% 14 15.6% 10 11.1% 27 30.0% 31 34.4% 1 1.1% 3 3.3% 4 4.4% 45 50.0% 45 50.0%

※　左側の数値が法人数、右側の数値が各業務分野における全体法人数に占める割合

※　「赤字」とは、社団法人・財団法人については当期正味財産の減少額を、会社法法人については経常損失をいいます。

　①　当期正味財産増加（減少）額＝当期における正味財産（資産－負債）の増加（減少）額

　②　経常利益（損失）＝営業利益（損失）＋営業外収益（受取利息等）－営業外費用（支払利息等）

業務分野

調査
対象
法人
数

地方独立行政法人 地方三公社 合計
社団法人・財団法人 会社法法人

黒字 赤字 黒字 赤字 黒字 赤字赤字 黒字 赤字 黒字 赤字 黒字
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２ 純資産又は正味財産の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆純資産又は正味財産の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  調査対象法人（９０法人）のうち、社団法人・財団法人については２４法人全てが資産超過、

会社法法人については５０法人が資産超過で８法人が債務超過、地方独立行政法人については

１法人が資産超過、地方三公社については７法人全てが資産超過となっています。また、債務

超過の法人は、全体の８．９％を占めています。 

②  債務超過の法人は、以下のとおりです。 

    ※は令和２年度決算から債務超過となった団体 

  ・球磨川くだり株式会社（人吉市） 

・球磨焼酎リサイクリーン株式会社（人吉市）※ 

・不知火温泉有限会社（宇城市）※ 

  ・東阿蘇観光開発株式会社（阿蘇市） 

  ・株式会社うぶやま（産山村） 

  ・南阿蘇鉄道株式会社（南阿蘇村）※ 

 ・有限会社虹の通潤館（山都町） 

 ・株式会社子守唄の里五木（五木村） 

　　第三セクター計

地域・都市開発 8 1 12.5% 1 12.5% 7 87.5% 8 100.0%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 22 18 81.8% 4 18.2% 2 9.1% 16 72.7% 4 18.2% 18 81.8% 4 18.2%

農林水産 20 19 95.0% 1 5.0% 2 10.0% 17 85.0% 1 5.0% 19 95.0% 1 5.0%

商工 11 11 100.0% 2 18.2% 9 81.8% 11 100.0%

社会福祉・保健医療 3 2 66.7% 2 66.7% 1 33.3% 3 100.0%

生活衛生 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

運輸・道路 3 1 33.3% 2 66.7% 1 33.3% 2 66.7% 1 33.3% 2 66.7%

教育・文化 10 10 100.0% 9 90.0% 1 10.0% 10 100.0%

公害・自然環境保全 2 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0%

情報処理 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

国際交流 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

その他 8 7 87.5% 1 12.5% 3 37.5% 4 50.0% 1 12.5% 7 87.5% 1 12.5%

合　　計 90 74 82.2% 8 8.9% 24 26.7% 50 55.6% 8 8.9% 1 1.1% 7 7.8% 82 91.1% 8 8.9%

※　左側の数値が法人数、右側の数値が各業務分野における全体法人数に占める割合

業務分野

調査
対象
法人
数

地方独立行政法人 地方三公社 合計
社団法人・財団法人 会社法法人

資産超過 債務超過 資産超過 債務超過 資産超過 債務超過債務超過 資産超過 債務超過 資産超過 債務超過 資産超過
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３ 財政的支援の状況 

（１） 地方公共団体からの補助金交付状況 

 

 

 

 

 

◆補助金交付状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地方公共団体からの貸付金の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  調査対象法人（９０法人）のうち、地方公共団体から補助金を交付されている法人は、 

３４法人となっています。 

②  法人区分別にみると、社団法人・財団法人が１２法人、会社法法人が２２法人となってい

ます。 

①  調査対象法人（９０法人）のうち、地方公共団体からの貸付金を有する法人は、９法人とな

っています。 

②  法人区分別にみると、会社法法人が６法人、地方独立行政法人が１法人、地方三公社が２法

人となっています。 

　　第三セクター計

地域・都市開発 8

住宅・都市サービス

観光・レジャー 22 7 31.8% 7 31.8% 7 31.8%

農林水産 20 6 30.0% 6 30.0% 6 30.0%

商工 11 5 45.5% 1 9.1% 4 36.4% 5 45.5%

社会福祉・保健医療 3 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3%

生活衛生 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

運輸・道路 3 3 100.0% 3 100.0% 3 100.0%

教育・文化 10 6 60.0% 6 60.0% 6 60.0%

公害・自然環境保全 2 1 50.0% 1 50.0% 1 50.0%

情報処理 1

国際交流 1

その他 8 4 50.0% 2 25.0% 2 25.0% 4 50.0%

合　　計 90 34 37.8% 12 13.3% 22 24.4% 34 37.8%

業務分野
調査対象
法人数

社団法人
・

財団法人

交付法人数交付法人数 交付法人数 交付法人数交付法人数

会社法法人
地方三公社 合計

交付法人数

地方独立
行政法人
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◆貸付金の状況 

 

 

（３） 損失補償・債務保証の状況 

 

 

 

 

 

 

◆損失補償・債務保証の状況 

 

　　第三セクター計

地域・都市開発 8 2 25.0% 2 25.0%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 22 4 18.2% 4 18.2% 4 18.2%

農林水産 20 1 5.0% 1 5.0% 1 5.0%

商工 11

社会福祉・保健医療 3 1 33.3% 1 33.3%

生活衛生 1

運輸・道路 3 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3%

教育・文化 10

公害・自然環境保全 2

情報処理 1

国際交流 1

その他 8

合　　計 90 1 1.1% 5 5.6% 1 1.1% 5 5.6% 1 1.1% 2 2.2% 1 1.1% 8 8.9%

短期 長期 短期

業務分野

調査
対象
法人
数

地方独立行政法人 地方三公社 合計
社団法人・財団法人 会社法法人

短期 長期 短期 長期 短期 長期長期 短期 長期

　　第三セクター計

地域・都市開発 8 1 12.5% 1 12.5%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 22

農林水産 20

商工 11

社会福祉・保健医療 3

生活衛生 1

運輸・道路 3 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3%

教育・文化 10

公害・自然環境保全 2

情報処理 1

国際交流 1

その他 8

合　　計 90 1 1.1% 1 1.1% 1 1.1% 2 2.2%

業務分野
調査対象
法人数

社団法人
・

財団法人

損失補償
債務保証

損失補償 損失補償 債務保証損失補償

会社法法人
地方三公社 合計

損失補償

地方独立
行政法人

①  調査対象法人（９０法人）のうち、金融機関からの借入れに関して、地方公共団体が金融機

関等と締結している損失補償契約及び債務保証契約に係る債務残高を有する法人は、２法人と

なっています。 

②  法人区分別にみると、会社法法人が１法人、地方三公社が１法人となっています。 


